
洋上風力発電における

基地港湾の概要・現況について

令和５年６月１４日

北海道開発局 港湾計画課



① 港湾区域における洋上風力発電設備の導入 改正港湾法（2016年7月施行）
② 一般海域における洋上風力発電設備の導入 再エネ海域利用法※ (2019年4月施行)
③ 基地港湾※における埠頭貸付制度の創設 改正港湾法（2020年2月施行）

※海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成30年法律第89号）
※海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾

洋上風力発電設備の導入促進に向けた環境整備
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洋上風力発電設備の型式
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10MW機 15MW機 20MW機

洋上風力発電設
備の寸法概要

重

量

ナセル 約450t±50 約650t±100 約850t±100
ブレード 約125t±10（3枚） 約180t±10（3枚） 約250t±10（3枚）

タワー 約550t±100 約950t±100 約1400t±100
小計 約1,100t前後 約1,800t前後 約2,500t前後

ﾓﾉﾊﾟｲﾙ基礎 約900t±300 約1200t±300 約1500t±300
計 約2,100t前後 約3,100t前後 約4,200t前後

参考機種 SG10.0-193DD、V164-10MW SG14.0-222DD、V236-15MW、Haliade-X 無し

2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会

検討会における洋上風力発電設備の寸法、重量の想定
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ナセル22.5m、B=11.5m
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洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関する検討会

風車の大型化傾向
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風車大型化に伴うSEP船等作業船の大型化
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（出所）各社HP等より作成 2023.4から室蘭港を

母港としている。



海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）制度の概要
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○改正港湾法（令和２年２月施工）より、国土交通大臣が、海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭（洋上風力発電設備
の設置及び維持管理に利用される埠頭）を有する港湾を基地港湾として指定し、発電事業者に当該港湾の同埠頭を長期間
（最大30年間）貸し付ける制度を創設

○埠頭は複数の発電事業者へ貸付けられるため、国土交通大臣は複数の借受者の利用調整を実施。
○令和2年9月に能代港、秋田港、鹿島港及び北九州港、令和5年4月に新潟港の計5港を基地港湾に指定。
○今後の基地港湾の指定については、洋上風力発電の案件形成の状況等を踏まえ、指定済みの基地港湾を最大限活用しつ

つ、基地港湾の指定の必要性が高まった段階で、指定に係る基準への適合性を確認したうえで指定の判断を行う。

【基地港湾の指定に係る基準】
・港湾計画における「海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理

の拠点を形成する区域」の位置づけ
・係留施設及び荷捌き施設に必要な地盤強度及び面積
・係留施設の構造の安定
・当該港湾の利用状況と周辺の洋上風力発電の導入量の現状・将来見通し
・２以上の者の港湾の利用見込み

賃貸料

賃貸料

（長期）貸付

（長期）貸付

制度スキーム

発
電
事
業
者

岸
壁

（
国
）

荷
さ
ば
き
地
等

（
港
湾
管
理
者
）

※複数事業者が基地港湾を利用する場合は、出力量
に応じ貸付量を按分する。

※

SEP船による海上施工の様子（能代港・秋田港内）

提供：秋田洋上風力発電(株)



海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の概要
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洋上風力発電の基地港湾の指定等の意向のある港湾（ふ頭）の調査結果について
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○ 洋上風力発電の基地港湾指定に関する意向調査を実施（令和4年3月11日～5月13日）した結果、１１港（１１ふ頭）の港湾管
理者から基地港湾の指定、２港（３ふ頭）から基地港湾の拡張の意向が示された。

○ 今回の意向調査では、基地港湾の必要数の目安に対して、エリアごとに偏りのある意向が示された。また、各港湾管理者に
おいて、洋上風車の大型化や洋上風力発電所の大規模化に対応可能な一定のまとまった面積を有する計画を検討しているこ
とが確認された。個々の内容については、工期短縮や既存ストックの有効活用等によるコスト縮減の方策、長期的視点に立った
港湾機能との調和等に関し引き続き検討する必要がある。

○ なお、今後の基地港湾の指定については、洋上風力発電の案件形成の状況等を踏まえ、指定済みの基地港湾を最大限活
用しつつ、基地港湾の指定の必要性が高まった段階で、指定に係る基準への適合性を確認したうえで指定の判断を行う。



促進区域指定から運営開始までのスケジュール
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促進区域の指定から運営開始までの期間については、①区域指定の翌年に事業者選定、
②その翌年にFIT認定、③環境アセスメント等の実施期間を見込みFIT認定の６年後から

３年間基地港湾を利用することを想定する。（基礎や風車の施工期間である２年に加え、資機材の搬入等、
事前準備や後片付けの期間を１年見込み、基地港湾の利用期間を３年とする）

基地港湾の指定から供用開始までの期間は、現在の港湾整備事業の実施状況を踏まえ
ると、指定の翌年から概ね５年間となっている。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
促進区域指定 ○

事業者選定 ○

FIT認定 ○

基地港湾利用 ○ ○ ○

運営開始 ○

1 2 3 4 5 6 7
基地港湾指定 ●

基地港湾整備 ● ● ● ● ●

供用開始 ●

FITによる売電開始（20年）

促進区域の指定から運営開始までのスケジュール

基地港湾指定から供用開始までのスケジュール

注：環境アセスメント等の期間については、手続きの前倒し等により短縮可能

環境アセスメント等

（年目）

（年目）



凡例

：促進区域（事業者選定済の５区域）
：促進区域（令和４年１２月末に公募を開始した４区域）
：有望な区域（１０区域）
：一定の準備段階に進んでいる区域（６区域）
：港湾における洋上風力発電の主な導入計画（６港）
：基地港湾（令和２年９月２日指定）（４港湾）
：追加指定の基地港湾(令和5年4月指定)

洋上風力発電に係る基地港湾及び促進区域等の位置図
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能代港内・秋田港内

鹿島港内

千葉県九十九里沖

岩手県久慈市沖

北海道石狩市沖

令和3年6月11日事業者選定

青森県陸奥湾

長崎県西海市江島沖
令和4年12月28日 公募開始

北九州港の利用を想定

青森県沖日本海（北側）

新潟県村上市及び胎内市沖
令和4年12月28日 公募開始

新潟港の利用を想定
（事業評価に係る所定の手続きの後、予算
措置されることを前提として公募中）

秋田県八峰町及び能代市沖
令和3年12月10日公募開始、公募プロセス
見直しを踏まえ、令和4年12月28日公募再開

能代港又は秋田港の利用を想定

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖
令和4年12月28日 公募開始

能代港又は秋田港の利用を予定

千葉県銚子市沖

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇及び南後志地区沖

北海道檜山沖

山形県遊佐町沖
秋田県由利本荘市沖（北側）

ゆざまち

ゆりほんじょう

令和3年12月24日事業者選定

がんう みなみしりべし

むつ

ひやま

かたがみ

おが

はっぽうちょう のしろ

秋田県由利本荘市沖（南側）

さいかい えのしま

たいない

みたねちょうのしろ

令和3年12月24日事業者選定

令和3年12月24日事業者選定

おが

北海道松前沖

福岡県響灘沖

佐賀県唐津市沖

ひびきなだ

福井県あわら市沖

北海道島牧沖
しままき

千葉県いすみ市沖

能代港

北九州港

秋田港

鹿島港

新潟港

むつ小川原港内

石狩湾新港内

北九州港内

富山県東部沖

☆

令和５年５月に「有望な区域」に位置づけ



新たに指定された基地港湾－新潟港－
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○新潟港東港区は、工業開発の拠点として整備された堀込港として、コンテナターミナルや発電所
等が立地する「国際物流やエネルギー供給の拠点」となっている。



新潟港港湾計画一部変更
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○ 新潟県は、脱炭素社会の構築に向け、2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指すことを表明。(R2.9)
○ 新潟県村上市及び胎内市沖の再エネ海域利用法に基づく促進区域指定等、新潟港周辺海域において洋上風力

発電の導入が促進されるなか、将来的な新潟港東港区の基地港湾化が望まれている状況。
○ 海洋再生可能エネルギー発電設備等の導入促進に資するため、「海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置

及び維持管理の拠点を形成する区域」（以下、「緑囲み」）の位置づけ等を行う。
○ コンテナの荷役方法の効率化により、「効率的な運営を特に促進する区域」を縮小するとともに、洋上風力発電設備

の建設部材の仮置等で「緑囲み」と一体的な利用を図る区域を確保する。



計画変更内容
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○ 海洋再生可能エネルギー発電設備等の導入促進に資するため、「海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置
及び維持管理の拠点を形成する区域」（以下、緑囲み）を位置付ける。

○ コンテナの荷役方法の効率化により、「効率的な運営を特に促進する区域」を変更する。
○ 緑囲み等の一体的な土地利用を考慮し、臨港交通施設計画を変更する。
○ 海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置等に係る利用想定船舶を考慮し、公共埠頭計画、水域施設計画を

変更する。

【既定計画】 【今回計画】

【公共埠頭計画】
岸壁（水深１３ｍ） 延長２６０ｍ [既設の変更計画]
岸壁（水深１３ｍ） 延長２６０ｍ [既設の変更計画]

【臨港交通施設計画】
臨港道路南ふ頭１～４号線 [既設]
⇒

臨港道路南ふ頭１～４号線 （廃止）
臨港道路南ふ頭５号線 [新規計画]

効率的な運営を特に促進する区域

面積７５ｈａ ⇒ 面積５９ｈａ

海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び
維持管理の拠点を形成する区域

水深１２ｍ 岸壁１バース 延長２３０ｍ
埠頭用地 ８ｈa

【水域施設計画】
航路・泊地（水深１０ｍ） [既設] ⇒ 航路・泊地（水深１２ｍ） 面積５ｈａ [既設の変更計画]
泊地（水深１０ｍ） [既設] 泊地（水深１２ｍ） 面積１ｈａ [既設の変更計画]

泊地（水深５ｍ） [既設の変更計画]
泊地（水深６ｍ） [既設の変更計画]

【公共埠頭計画】
岸壁（水深１０ｍ） 延長３７０ｍ [既設] ⇒ 岸壁（水深１２ｍ） 延長２３０ｍ [既設の変更計画]
外貿コンテナ埠頭用地 面積６６ｈａ 外貿コンテナ埠頭用地 面積５１ｈａ



新潟港東港区南ふ頭地区国際物流ターミナル整備事業 事業概要
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【事業の目的】
新潟港東港区南ふ頭地区において、洋上風力発電設備の効率的な輸送・建設を可能とし、海洋再生可能エネルギーの

導入を促進するため、岸壁の整備、地耐力強化等の港湾施設の整備を行う。

【事業の概要】

・整備施設 ： 岸壁（水深12m） （地耐力強化）、
泊地（水深12m）

・事業期間 ： 令和5年度～令和8年度
・事 業 費 ： 91億円 （うち港湾整備事業費 ： 91億円）

【整備スケジュール】

地区名
事業
区分

施設名
全体
数量

単位
令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

南ふ頭
地区

直轄

岸壁（水深12m）
（地耐力強化）

230 m

泊地（水深12m） 6.2 ha

泊地（-12m） （6.2ha）

岸壁（-12m）（地耐力強化）
（230m）



洋上風力発電設備の設置の流れ
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基地港湾を構成する施設の規模及び配置のイメージ
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○ 現在、欧州等において洋上風力発電設備部材の輸送に利用されている貨物船（30,000DWT級）やSEP船に対
応可能な岸壁諸元が必要（水深12m、延長230m程度）。

○ 15MW級の洋上風力発電設備のプレアッセンブリに対応するためには、砕石等による荷重分散など施工上
様々な工夫を行ったうえで、約35t/m2の地耐力が必要。

○ 必要面積については、荷役、荷捌き、組立及び海上工事を円滑に行うために必要な部材の仮置きの機能を担
うため、「2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会」とりまとめを踏まえて
【27.5～32.0ha】程度※を想定。
※50万kw規模の発電所の施工時に、プレアッセンブリ（PA）等エリアの岸壁のみを使用する場合。隣接岸壁の利用等によりプレアッセンブリと資機

材の同時搬入が可能な場合には、より少ない面積での対応が可能。

■洋上風力発電設備の設置にあたり利用される船舶の例 ■発電所規模50万kWの施工に必要な面積（イメージ）

○貨物船（欧州～アジア間の
大型部材輸送に利用）

Happy Dover（喫水10.32m、17,518DWT）
※必要岸壁水深は標準船型で

３万DWT級に相当

○SEP船（海上施工に利用）

○PAエリアの岸壁のみ利用する場合



基地港湾の指定に係る基準への適合の確認
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新
潟
港

基地港湾の指定に係る基準 基準への適合の確認

港湾計画における「海洋再生
可能エネルギー発電設備等
の設置及び維持管理の拠点
を形成する区域」の位置づけ

・新潟港港湾計画を一部変更し、東港区南ふ頭
地区に「海洋再生可能エネルギー発電設備等
の設置及び維持管理の拠点を形成する区域」
を位置づけ済

Ａ．係留施設及び荷捌き施設
に必要な面積・地盤の強
度

面積：29ha※1

地盤の強度：35t/m2

Ｂ．係留施設の構造の安定
・港湾の施設の技術上の基準を定める省令第二

十六条第一項第一号※２に基づき設計

Ｃ．当該港湾の利用状況と周
辺の再エネ導入量の現
況・将来見通し

・当該港湾の利用状況：
海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠
頭としての利用が、他の港湾利用に支障をきた
さない

・再エネ導入量の現況・将来見通し：
近傍において洋上風力発電の将来性を有する

Ｄ．２以上の者の利用見込み

・新潟県村上市及び胎内市沖：
2022年9月 促進区域指定、同年12月公募開始

・富山県東部沖：
2022年9月 一定の準備段階に進んでいる区域
に整理

※１ 海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成する区域及びそれに隣接する用地を含む
※２ 港湾の施設の技術上の基準を定める省令

第二十六条 岸壁の要求性能は、構造形式に応じて、次の各号に定めるものとする。
一 船舶の安全かつ円滑な係留、人の安全かつ円滑な乗降及び貨物の安全かつ円滑な荷役が行えるよう、

国土交通大臣が定める要件を満たしていること。

■必要面積・地盤強度

■新潟港周辺の案件・風況ポテンシャル
＊風況については、一般的に、平均風速7m/sが

事業性の目安になるといわれている

【東港区南ふ頭地区】

地耐力35t/m2

区域に隣接して利用可
能な用地とあわせ29ha
を確保

出典：NeoWins（年平均風速：高度100m）



洋上風力発電の主な工程、使用船舶、港湾に求められる機能
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洋上風力発電のために必要となる港湾機能の基本的な考え方(案)
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